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１．緒言  

 2026 年冬季オリンピック・パラリンピックに札幌市が招致を表明した。しかし、東京

2020 大会については開催費問題（日経新聞、2016.9.29）や霞ヶ関団地立ち退き問題（日

本スポーツ社会学会、2016.3.20）など、オリンピックを開催する上でさまざまな問題が噴

出している。また、スポーツ経済学者の A・ジンバリスト（2016）によれば，2004 年ア

テネ、2008 年北京などでは施設の後利用が問題とされ、2000 年のシドニーも加えて予想

された観光客誘因効果や経済効果は得られていないとされる。2026 年の冬季大会招致を検

討する札幌市に限らず、メガスポーツイベント開催を検討する自治体住民はこうした現実

を踏まえより適正な招致プロセスを検討する必要がある。 

  

(1)広報さっぽろでのオリンピックの意義と効果について 

広報さっぽろとは、市政の方針や事

業の説明、区の話題、市からのお知ら

せ、各種施設の催し案内などを掲載し

ているものであり、月刊で原則市内

全戸に配布されている。2014年 10

月号では、オリンピックの効果と意義

について記載されていたが、ここには

オリンピックの問題点やリスクについ

ては考慮されておらずすべてリスクに

ついては考慮されていない。成功例に

しか目を向けていないと考えられる。 

                   図 1：札幌市の広報誌で提供された情報 

                  ※出典：札幌市 (2014) 広報さっぽろ 10 月号. 

(2)市民アンケートの構成比 

図 2：札幌市人口とアンケート回答者の年齢構成比 

※出典：札幌市の推計人口、１万人アンケート 

 

図２より、市民アンケートの結果は実際の人口割合よりも若い世代の割合が少なく 50

歳以上の割合が高くなっていることがわかる。若い世代が少ないのはなぜ問題か？それ

は、若い世代がよりおおくのオリンピック開催することによってうまれた市債を支払わな

くはいけないからである。 
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計算方法 

・1100 億円/24,879000 人＝4462 円 

・4462 円×（60－各年齢） 

＝各年齢の負担額 

●1,100 億（札幌市負担分） 

●24,879,000 人 

（2026～2046 年の生産人口の合計） 

●4,462 円 

（1 年で１人あたりが支払う額） 

図 3：年齢別の市債の支払額（20 年完済） 

 ※出典：札幌市推計人口より本グループが試算して作成 

 

開催費用のうち、約 1100 億円すべて市債になったと考え長野オリンピックでは、19 年

返済するまでに時間がかかったことを参考に試算した結果、1 年当たり 1 人約 4,462 円の

支払いとなり、60 歳まで払い続けると仮定すると、20~40 代は、約 89,240 円 50 歳は、

約 4,462 円 60 歳は、約 4,462 円となる（図３）。オリンピック開催によって生じる長期

の借金返済の義務を負うのは、一般的に定年を迎える年長世代よりもむしろ若年世代であ

る。しかし、図 2 を踏まえた結果、不公正であると考えられる。以上のことを踏まえリス

クについて適正な見積もりがされ開催地住民にとってよりよい招致プロセスが必要ではな

いのかと考えられる。 

 

2．調査の必要性と方法 

 広報さっぽろに記載された意義と効果（図１）では、過度にメリットが強調される傾向

にあり、市民アンケート回答時には必要な情報を欠いたまま回答したと考えられる。ま

た、試算から若い世代が多くの負担を強いられるにもかかわらず市民アンケートの年齢別

回答割合では低い数値なっている（図２）。したがって再度、過去の実績に基づいた開催

のメリット・デメリット両方を提示した上で意見聴取の必要があり、多くの若者の意見が

必要である。そこで、札幌大学学生に対して過去の開催実績、遺産、効果などを批判的に

検討したプレゼンテーションをした上で、招致に対する意見はどのように変化するのかア

ンケート調査を行った。 

調査日時：対象：7 月 11 日 スポーツ文化専攻 一年向け 「スポーツ文化入門」受講者 

133 名 (男 115 名，女 18 名） 

 

3．調査の結果 

(1) オリンピック開催のデメリットや問題点認知状況について 

図 4：オリンピック開催のデメリットや問題点認知状況 
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図 4 には、オリンピック開催する上での問題点、リスクについての認知状況について示

した。結果、「知らない」「今日知った」の回答割合が 5 つの質問の平均で約 79％と非常に

高く、デメリットやリスクに対しての周知度は低いという結果が明らかになった。 

 

(2)プレゼンテーション前とプレゼンテーション後での招致に対する意思の変化について 

 

表 1：プレゼン前後での招致に対する意思変化 

 

過去のオリンピック開催都市における経済効果や観光客誘致効果が薄いことや、施設の

後利用に困窮する画像など、オリンピック開催に伴うネガティブな影響を説明する内容を

含むプレゼンテーションの前後で、招致に対する大学生の意見がどのように変化したかを

表１に示した。その結果、賛成の割合は 59.4%から 19.5%に減少、反対の割合は 12.0％か

ら 40.6%に増加、どちらでもないの割合は 27.8％から 39.8％に増加した。図４・表 1 から、

オリンピック開催についてのメリットは知っていてもデメリットや問題点については知っ

ている人が少なかった。また、デメリットを知ってから招致に対する意見が賛成から反対や

どちらでもないに変わるケースが多かった。 

 

4.政策提言 

調査結果（図４、表１）からメリット・デメリット両方をしっかりと知った上での意思表

示が必要だと考えられ、新しいオリンピック・パラリンピック招致プロセスが必要だと考え

られる。 

 

図 5：新しい招致プロセス 

 

(1)正しい情報公開 

札幌市のようにオリンピックのメリットについてしか公開されていない場合が多く、過

去のオリンピックで発生した問題点や起こりうるリスクについては知らされていない。 

したがって、起こりうる問題点やリスクもしっかり明らかにした情報公開が必要だと考え

られる。 

賛成 反対 どちらでもない 総計
賛成 23名(29.1%) 22名(27.8%) 34名(43.0%) 79名(59.4%)

反対 1名(6.3%) 14名(87.5%) 1名(6.3%) 16名(12.0%)
どちらでもない 2名(5.4%) 18名(48.6%) 17名(45.9%) 37名(27.8%)

無 1名(100%) １名(0.8%)
総計 26名(19.5%) 54名(40.6%) 53名(39.8%) 133名(100%)

（プレゼン前）



(2)周知活動 

周知活動とは、(1)で示した情報公開をよ

り身近で多くの人に知ってもらうには HP

や広報だけでの公開ではなく、無料で誰も

が利用できる SNS（Twitter、Facebook）

などを利用し拡散することにより、多くの

人が正しい情報を知ることができると考え

られる。ボストンがオリンピックの招致を

撤回した際にも Facebook が活用され、多

くの人の支持を得て住民投票までたどり着

いた実績がある（A・ジンバリスト、2016）。                                              

図 6：ＦＢ上で作成された No Boston Olympics  
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(3)一票の格差をつけた住民投票 

 図３：年齢別の市債の支払額（20 年完済）より支払額が一番多い若い世代に大きな決定

権が必要であると考えられる。本政策提言では、20~40 代に 4 票、50 代に 2 票、60 代 1

票とした。60 代を基準に考え 50 代を 2 倍とし 20~40 代を 4 倍の格差があれば若者に大き

な決定権をあたえることができると考えた。 

 

このようなプロセスを踏むことで住民全員がオリンピック・パラリンピックの招致につ

いての意思表示をすることが可能になり、開催地住民にとってより公正な招致プロセスで

ある。さらには、多くを負担しなくてはならない若い世代の意思をより色濃く反映させるこ

とができると考えられる。 
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